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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第37期は旧商法第210条ノ２第２項の規定によるス

トックオプション制度を導入しておりますが、権利行使期間が未到来であり潜在株式による希薄化現象が発

生していないため記載しておりません。また、第40期以降については期末現在において潜在株式がないため

記載しておりません。 

２ 第38期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回  次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 144,663 124,284 151,726 233,903 214,500

経常利益 (百万円) 39,813 31,665 46,546 75,087 75,559

当期純利益 (百万円) 20,452 18,595 27,294 45,887 45,443

純資産額 (百万円) 205,303 219,611 244,715 288,523 328,676

総資産額 (百万円) 253,181 270,912 297,104 418,886 406,611

１株当たり純資産額 (円) 2,112.32 2,258.76 2,517.81 2,959.27 3,371.93

１株当たり当期純利益 (円) 210.42 188.58 278.37 469.24 463.77

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 187.83 277.35 ― ―

自己資本比率 (％) 81.1 81.1 82.4 68.9 80.8

自己資本利益率 (％) 10.4 8.8 11.8 17.2 14.7

株価収益率 (倍) 15.4 14.0 15.4 11.1 17.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 23,943 35,347 36,963 59,348 36,286

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △769 17,692 △8,615 4,440 △42,525

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,432 △4,812 △4,399 △10,593 △7,855

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 89,559 137,787 161,734 214,930 200,835

従業員数 (名) 1,109 1,103 1,025 977 940



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第37期は、旧商法第210条ノ２第２項の規定による

ストックオプション制度を導入しておりますが、権利行使期間が未到来であり潜在株式による希薄化現象が

発生していないため記載しておりません。また、第40期以降については期末現在において潜在株式がないた

め記載しておりません。 

２ 第38期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 第40期の１株当たり配当額には、40周年記念配当20円が含まれております。 

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回  次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 132,129 110,581 140,825 231,422 196,666

経常利益 (百万円) 37,600 30,066 41,528 66,666 68,741

当期純利益 (百万円) 19,410 17,316 24,645 40,524 42,561

資本金 (百万円) 14,840 14,840 14,840 14,840 14,840

発行済株式総数 (株) 97,597,500 97,597,500 97,597,500 97,597,500 97,597,500

純資産額 (百万円) 196,807 210,131 232,658 271,122 308,392

総資産額 (百万円) 235,797 251,705 275,943 404,463 379,472

１株当たり純資産額 (円) 2,024.91 2,159.75 2,391.75 2,778.27 3,161.11

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

40.00

(20.00)

40.00

(20.00)

40.00

(20.00)

70.00

(25.00)

100.00

(35.00)

１株当たり当期純利益 (円) 199.70 175.63 251.06 413.86 433.92

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 174.93 250.15 ― ―

自己資本比率 (％) 83.5 83.5 84.3 67.0 81.3

自己資本利益率 (％) 10.3 8.5 11.1 16.1 14.7

株価収益率 (倍) 16.3 15.0 17.0 12.5 18.7

配当性向 (％) 20.0 22.4 15.8 16.8 22.9

従業員数 (名) 772 767 775 824 820



２ 【沿革】 

  

 
  

年 月 主  た  る  沿  革

昭和41年４月 株式会社中央製作所設立(本社 愛知県名古屋市)。

名古屋工場、東京支店、大阪支店、本社業務部(現東京本社)を開設。

昭和41年５月 株式会社三共製作所に商号変更。

昭和41年11月 株式会社三共に商号変更。

昭和43年11月 九州地区の販売拠点として福岡市に九州支店(現福岡支店)を開設。

昭和44年４月 北海道地区の販売拠点として札幌市に札幌支店を開設。

昭和45年９月 中国・山陰地区の販売拠点として広島市に広島支店を開設。

昭和45年11月 東北地区の販売拠点として仙台市に仙台支店を開設。

昭和46年４月 北関東・信越地区の販売拠点として群馬県桐生市に北関東支店(現群馬県太田市)を開設。

昭和46年５月 中部・北陸地区の販売拠点として名古屋市に名古屋支店を開設。

昭和50年11月 生産拡大のため群馬県桐生市に桐生工場を開設。

昭和55年７月 超特電機「フィーバー」を発売。

昭和56年４月 本社を群馬県桐生市に移転。

昭和59年４月 本社新社屋完成。

昭和59年７月 神奈川・京浜地区の販売拠点として横浜市に横浜支店を開設。

平成３年４月 単位株制度の導入等のため、三共産業株式会社に吸収合併され、同日付をもって商号を株式会社

三共に変更。

平成３年８月 定款上の商号を株式会社ＳＡＮＫＹＯに変更。

平成３年10月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭売買銘柄として登録。

平成４年２月 インターナショナル・カード・システム株式会社(現非連結子会社)を買収。

平成４年３月 三共化成株式会社(現株式会社三共エクセル(現連結子会社))を買収

平成４年４月 株式会社ダイワ電機製作所(現株式会社三共エクセル(現連結子会社))を買収

平成６年９月 ホール向けPOSシステム等のシステム機器販売開始に伴い、パールライン事業部をパーラー事業

部に組織変更。

平成６年12月 三共運送株式会社(現非連結子会社)を買収。

平成７年８月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成８年３月 株式会社ダイドー(平成16年１月株式会社ビスティに商号変更、現連結子会社)を買収。

平成９年４月 研究開発体制の強化のため商品本部を新設。

平成９年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

平成10年３月 株式会社三共クリエイト(現連結子会社)を設立。

平成10年９月 東京都渋谷区に東京本社新社屋完成。

平成11年４月 パチスロ事業部を新設。

平成13年４月 群馬県伊勢崎市に三和工場を開設、生産拠点を桐生工場より移転。

平成17年10月 三共化成株式会社（存続会社）が株式会社ダイワ電機製作所と合併し株式会社三共エクセル（現

連結子会社）に商号変更。



３ 【事業の内容】 

(1) 当社の企業集団は㈱ＳＡＮＫＹＯ(当社)及び子会社６社(当連結会計年度末現在)並びに関連会社２社

で構成されております。 

当社グループが営んでいる事業内容、主な関係会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであり

ます。なお、当該事業区分は事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一であります。 
  

 
（注）平成17年10月１日付をもって、三共化成㈱（存続会社）が㈱ダイワ電機製作所と合併し、同日、㈱三共エクセ

ルに商号変更いたしました。また、持分法適用の関連会社である日本ゲームカード㈱は、平成18年４月12日付

でジャスダック証券取引所に上場いたしました。 

  

(2) 事業の主たる系統図は次のとおりであります。 
 

(注) 上記の会社名に表示した記号は、連結会計上における関係を表しております。 

・連結子会社 ／ ◎    ・関連会社(持分法適用会社) ／ ○    ・非連結子会社 ／ △ 

  

事業区分 事業内容 会  社  名

パチンコ機関連事業

パチンコ機、パチンコ機ゲージ

盤の製造販売、関連部品販売及

びパチンコ機関連ロイヤリティ

ー収入

㈱ＳＡＮＫＹＯ 

㈱三共エクセル、㈱ビスティ 

インターナショナル・カード・システム㈱ 

三共運送㈱

㈱三共 
クリエイト

パチスロ機関連事業

パチスロ・パロット機の製造販

売、関連部品販売及びパチスロ

機関連ロイヤリティー収入

補給機器関連事業

パチンコ・パチスロ補給装置、

カードシステム機器、ホール設

備周辺機器販売及び補給機器関

連ロイヤリティー収入

㈱ＳＡＮＫＹＯ 

㈱三共エクセル、日本ゲームカード㈱

その他の事業
一般成形部品販売、不動産賃貸

収入その他

㈱三共エクセル 

三共運送㈱、日本ゲームカード㈱



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 平成17年10月１日付をもって、三共化成㈱（存続会社）が㈱ダイワ電機製作所と合併し、同日、㈱三共エク

セルに商号変更いたしました。 

３ ㈱ビスティについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。なお、同社は特定子会社に該当いたします。 

 
４ 日本ゲームカード㈱は平成18年４月12日付でジャスダック証券取引所に上場いたしました。 なお、同社は

有価証券報告書の提出会社であります。 

  

名  称 住 所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

株式会社三共エクセル
（注2）

群馬県 
みどり市

250
パチンコ機関連事業
パチスロ機関連事業 
その他の事業

100 なし

パチンコ機械の合成樹脂
部品の製造及び電子部品
の組立を主に担当してお
ります。当社の役員１名
が役員を兼任しておりま
す。

 
株式会社ビスティ

    （注3）
東京都渋谷区 500

パチンコ機関連事業
パチスロ機関連事業

100 なし

独自のブランドで遊技機
を製造販売しており、当
社は部品を供給し、製品
を購入しております。

株式会社 
三共クリエイト

東京都渋谷区 24 その他の事業 100 なし

不動産の賃貸及び管理業
務を営んでおり、当社は
土地建物等を賃借してお
ります。 
当社の役員４名が役員を
兼任しております。

(持分法適用関連会社)

日本ゲームカード
株式会社

（注4）
東京都渋谷区 5,500

補給機器関連事業
その他の事業

41.49 なし

遊技用プリペイドカード
の発行およびシステムの
販売・運用を行ってお
り、当社はシステム機器
を購入しております。 
当社の役員２名が役員を
兼任しております。

主要な損益情報等 （1）売上高 64,934 百万円

（2）経常利益 5,952 百万円

（3）当期純利益 3,508 百万円

（4）純資産額 6,857 百万円

（5）総資産額 45,662 百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 「パチンコ機関連事業」及び「パチスロ機関連事業」の従業員数につきましては、両事業に関わる同一担当

者が多くセグメント別の把握が困難であるため、一括して記載しております。 

３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社三和工場にＳＡＮＫＹＯ労働組合が結成されておりますが、労使関係は安定した状態であり、特

記すべき事項はありません。なお、連結子会社においては労働組合の結成はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

パチンコ機関連事業及びパチスロ機関連事業 797

補給機器関連事業 63

その他の事業 3

全社(共通) 77

合計 940

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

820 35.8 9.9 7,816



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油高などの懸念材料もありましたが、企業収益の改善や設

備投資の拡大が続き、デフレからの脱却、株価の上昇などが家計部門へも波及し、総じて堅調に推移し

ました。 

 当パチンコ業界におきましては、平成16年７月の「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律施行規則」の改正規則の施行（以下、規則改正）を契機としたパチンコ機の爆発的な需要拡大こそ一

巡したものの、豊富な資金力を誇る大手パーラーチェーンの積極的な出店攻勢などを背景に、頻繁な新

機種導入で誘客効果を狙うべく、パチンコパーラーのパチンコ機に対する購買意欲は堅調に推移しまし

た。反面、パチンコファン人口はピーク時から1,000万人余り減少しており、ライトユーザーの呼び戻

しが業界全体での大きな課題となっております。 

 当社グループにおきましては、規則改正に伴う開発自由度の向上、さらにＳＡＮＫＹＯ、ビスティの

２ブランド体制による開発件数の多さなどの利点を活かし、パチンコ、パチスロ、パロットといったあ

らゆるジャンルにおいて、新たなコンセプトの遊技機を今まで以上に数多く投入することができまし

た。 

 これらの結果、連結売上高2,145億円（前期比8.3％減）、連結経常利益755億円（同0.6％増）、連結

当期純利益454億円（同1.0％減）となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

 パチンコ機関連事業の売上高は1,624億円（同13.3％減）、営業利益667億円（同9.0％減）となりま

した。パチスロ機関連事業については、売上高340億円（同60.2％増）、営業利益96億円（同208.2％

増）となり、補給機器関連事業においては、売上高168億円（同25.2％減）、営業利益５億円（同

38.3％減）となりました。その他の事業は売上高11億円（同57.9％減）、営業利益１億87百万円（前期

営業損失51百万円）となりました。詳細については後述７「財政状態及び経営成績の分析」をご参照下

さい。 

   （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は前期末より140億円減少し、

2,008億円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

 営業活動によって得られた資金は前期と比較して230億円減少し、362億円となりました。投資活動に

おいて使用した資金は425億円（前期は44億円の資金増加）であり、財務活動での資金使用は前期より

27億円少ない78億円でありました。なお、各キャッシュ・フローの主な増減内容等詳細については後述

７「財政状態及び経営成績の分析」をご参照下さい。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

３ 最近２連結会計年度において、総販売実績に対して10％以上に該当する販売先はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 前期比(％)

パチンコ機関連事業 164,645 86.6

パチスロ機関連事業 35,851 167.8

補給機器関連事業 16,805 74.8

合  計 217,301 92.9

事業の種類別セグメントの名称

受 注 高 受 注 残 高

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

金額(百万円) 前期比(％) 金額(百万円) 前期比(％)

パチンコ機関連事業 166,940 87.2 10,090 179.2

パチスロ機関連事業 34,300 161.8 252 ―

補給機器関連事業 16,726 73.0 1,491 95.0

合  計 217,967 92.6 11,834 164.3

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 前期比(％)

パチンコ機関連事業 162,481 86.7

パチスロ機関連事業 34,047 160.2

補給機器関連事業 16,805 74.8

その他の事業 1,165 42.1

合  計 214,500 91.7



３ 【対処すべき課題】 

近年の遊技機市場におきましては、パチンコ・パチスロ機トータルの販売台数は継続的に拡大しており

ます。その背景には、集客効果を狙った積極的な新機種導入や各機種の人気の短命化などで、加速するパ

チンコ機の入替スピードが挙げられます。 

 他方、近年の懸念材料にファン人口の減少があります。これはレジャーの多様化といった社会的な変化

が主因ですが、画一的なパチンコ機が増えたことによる魅力の低下や一部のパチスロ機で見られるように

複雑化したゲーム方法が主流となり、「時間」と「お金」がかかる機種の比率が高まったことで“ライト

志向”ファン層のパチンコ・パチスロ離れを招いた側面も否定できません。 

平成16年７月のパチンコ機開発基準の規制緩和を含む規則改正以降、メーカー各社より今まで以上に多

様な遊技機が投入されるようになりました。当社グループにおきましても、新規則により広がった新機種

の開発自由度を活かして『２ラウンド確変』や『ダブルスタートシステム』といった斬新なコンセプトの

商品を提供することで、熱心なファンのニーズに応えてまいりました。一方で、パチンコ本来の「大衆の

娯楽」としての特性を守るため、気軽に遊ぶことができる「普通機」や「羽根物」といったジャンルの商

品にも積極的に取り組んでおります。 

 今後もパチンコ・パチスロ業界のリーディングカンパニーとして、新しいファン、一度離れていった過

去のファンをパチンコ市場に呼び込むための遊技機の提案を継続的に行ってまいります。 

  

(1) 開発体制 

ファンの遊技機に対する評価の目は年々厳しさを増しています。当社グループでは松本零士シリーズ

「フィーバー銀河鉄道物語」、社会現象を巻き起こしたアニメ「新世紀エヴァンゲリオン セカンドイン

パクト」など著名なアニメ作品とタイアップし、『タイムミッション』、『暴走モード』などの斬新なゲ

ーム性を原作の定番ストーリーと絶妙に絡ませ、パチンコファンだけでなく原作アニメファンをも引きつ

けそれぞれを大ヒット機種に押し上げました。また、著名コンテンツと最先端技術だけでなく、当社オリ

ジナルの定番キャラクターを活用しシンプルでわかりやすいゲーム性と、パーラーにとってリーズナブル

な価格の商品開発にも積極的に取り組んでまいります。こうした取り組みの一環として、平成18年５月に

は「フィーバーパワフルＺＥＲＯ」を販売しております。同機はパチンコファン人口が最も多かった今か

ら14年前に発売され、多くのファンに支持された「フィーバーパワフルⅢ」のゲーム性を継承し、大当り

を引きやすく、短時間でも楽しめる仕様となっております。今後も引き続き休眠ファンや新たなファン掘

り起こしに向けた商品開発に取り組んでまいります。 

  

(2) 生産体制 

新機種導入による集客効果が重視されるに従って、当社グループの顧客であるパーラーの皆さまから新

機種の早急な納品を求める声が高まっています。そのため、短期間に大量の商品を供給可能な部材調達及

び生産・流通の体制確保が、販売シェア拡大に不可欠です。当社グループでは、数年来の使用部材の共通

化努力による同一部材の大量発注で、メーカーより迅速かつ優先的な供給パイプを確保しています。一

方、従来桐生工場にて生産を行っていたビスティブランドの販売規模拡大に伴い、三和工場敷地内にビス

ティ製品専用工場を移転・増設いたしました。生産能力の拡大はもちろんのこと、ＳＡＮＫＹＯ、ビステ

ィ間での部材共通化が進んでいることから、部材調達における物流コスト合理化効果なども見込んでおり

ます。 



(3) 販売体制 

昨今、遊技機に対するファン及びパーラーのニーズは多彩かつ変化が早く、その的確な把握及び開発へ

の反映がヒット機種創出における重要な要素になっております。そのため、当社グループでは、本社部門

や販売拠点の各レベルにおいて定期的な協議の場を設け、営業及び開発担当者間でゲーム演出や付加機能

などに関する有用な市場ニーズについて綿密な意見交換を図っています。また、このような意見交換の場

をより充実させるため、平成18年３月には東京本社内にセミナールームを設けました。今後も部門間の連

携を一層充実させ、最新トレンドに適合した商品企画に取り組んでまいります。 

 また、平成16年３月期中より遊技機販売大手フィールズ株式会社との業務提携に基づいて開発・販売を

しているビスティ社製品の躍進は目覚しいものがあります。今後もフィールズ社と機種開発ノウハウの融

合をさらに進めることで、ビスティのブランド力強化を図ってまいります。 

  

(4) 管理体制 

平成16年３月期より新人事制度を導入し、成果主義の徹底を図ってまいりました。メーカー間の競争が

過熱する遊技機業界において、抜きん出た商品を生み出す決定的要素は、有能な人材による『創意工夫』

の結集以外にありません。今後も実力本位による積極的な登用など現行人事制度の本旨を励行すること

で、従業員のインセンティブを高め、会社全体の成長を図ってまいります。 

 また、コーポレートガバナンスの強化やＩＴ機能の整備といった昨今重要さを増している全社的な課題

に対処するため、旧経営企画室及び旧電算室の両部署を平成17年４月１日付でそれぞれ経営企画部及び情

報システム部とし、管理業務機能を充実いたしました。今後も経営環境の変化に的確な対応を図るよう、

柔軟かつ臨機に組織機構の改編を行ってまいります。 

なお、当事業年度末以降の組織の改編については、後述、第４「提出会社の状況」、６「コーポレー

ト・ガバナンスの状況」をご参照下さい。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの次期及び将来における経営成績や株価、財政状態等に影響を及ぼすおそれのある経営上

のリスクに下記のものが考えられます。なお、文中の将来に関する記述は当連結会計年度末現在において

当社グループが想定し、判断したものでありますが、発生の可能性があるリスクのすべてを網羅したもの

ではありません。 

  

（市場環境の変化） 

当社グループの主たる事業である遊技機及び補給機器等の販売における主な顧客はパチンコパーラーで

す。パチンコパーラーの経営環境の悪化及びそれに伴う需要の縮小や市場構造の変化は、当社グループの

販売成績を左右する要因になります。 

 他方、ファンの皆さまの遊技機を評価する目は厳しさを増す一方で、遊技機の設置台数が500台を超え

るような比較的大型のパーラーの出店が増加している背景などから、近年の遊技機市場では特定のヒット

機種が大量かつ長期的にパーラーに設置され、他社商品の売れ行きを大きく左右する傾向が見受けられま

す。さらに、メーカー間の競争激化で発売される機種タイトルも増加しているため、当社新商品の発売時

期が他社の人気商品などと重なった場合、当社グループの販売計画や経営成績等が影響を受ける可能性も

考えられます。 

 当社グループといたしましては、常に業界をリードする独創的なアイデアや最先端技術とノウハウを活

かして、ファンのみならずパーラーの皆さまの幅広いニーズに適った遊技機の製造販売に努めてまいりま

す。 

  

（法的規制について） 

当社グループが主たる事業とする遊技機の開発、製造及び販売に関しては、「風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律」など様々な法的規制・基準があり、これに則った厳正な運用が求められてお

ります。従って、法規制等に重大な変更が加えられた場合、当社グループの販売、経営成績等に影響を及

ぼす可能性があると考えられます。 

  

（知的財産権について） 

近年では、著名人やアニメ、人気キャラクターなどとタイアップした遊技機が主流となっております。

こうした流れにおいて、採用キャラクターなどの肖像権や著作権といった知的財産権の取扱いが増えるに

従って、知的財産を巡る係争も増加しております。 

 当社グループでは、キャラクター等の取扱いに当たっては充分な調査を実施し、当該係争を回避するた

め細心の注意を払っております。ただし、今後当社の認識しない新たな知的財産権が成立した場合等に

は、当該権利保有者による損害賠償の請求などに至る危険性も否定できません。その際当社側に瑕疵が認

められた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  



（新機種の開発について） 

パチンコ及びパチスロ等遊技機の製造及び販売に当たっては、財団法人保安電子通信技術協会（保通

協）等、国家公安委員会が指定する試験機関が風営法施行規則等に基づいて実施する型式試験に適合する

必要があります。当社グループでは、業界内で最多クラスの新機種を型式試験に申請しております。しか

しながら、昨今のファンニーズの高度化や技術進歩により遊技機の技術構造は急速に進化しており、試験

に伴う手続きや技術的な仕様は複雑化の一途を辿っています。そのため、当社グループの経営成績が影響

を受ける可能性も考えられます。当社グループといたしましては、業界トップの呼び声が高い商品の開発

技術力を活かして、当初計画に即した順調な新機種投入に努めてまいります。 

  

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 
（注） 平成18年３月27日をもって一旦契約が満了となりましたフィールズ㈱とのパチンコ遊技機に関する販売委託

契約につきましては、平成18年２月15日付で原契約を平成19年３月31日まで延長する旨の覚書を交わしており

ます。また、同覚書により、原契約は平成19年３月31日以降１年間自動的に延長されるものとし、以後も同様

としております。 

  

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社ビスティ フィールズ株式会社 パチンコ遊技機 販売委託契約
平成18年3月28日から平
成19年3月31日まで、以
降自動更新

株式会社ビスティ フィールズ株式会社 パチスロ遊技機
遊技機販売取引基本
契約

平成16年4月8日から平成
19年4月7日まで、以降自
動更新



６ 【研究開発活動】 

当社グループは『創意工夫』の基本方針のもと、『創意は無限』を合言葉にパチンコ業界のリーディ

ングカンパニーとして、パーラー及びファンの皆さまに喜んでいただける独創的かつ斬新な商品を多数

投入すべく、スタッフ一丸となって積極的な研究開発活動を行っております。 

 また、遊技人口の減少に歯止めをかけるべく、幅広いファンの視点に立った遊技機の開発や不正に強

い遊技機の研究に総力をあげて取り組んでおります。 

現在、研究開発活動は商品本部及び各子会社の開発部門が推進しており、当期末の研究開発スタッフ

は221名、研究開発費はパチンコ機関連事業55億99百万円、パチスロ機関連事業16億５百万円、補給機

器関連事業１億19百万円、総額73億24百万円であります。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりです。 

(1) パチンコ機関連事業 

パチンコ機関連事業は、当社商品本部及び株式会社ビスティを中心として、ファン及びパーラーの双

方から長期にわたり支持される商品の開発に努めております。当期におきましては、前期に大ヒットし

た「フィーバー大ヤマト２」（平成16年11月）を継承し、さらに斬新なアイデアをプラスした「フィー

バー銀河鉄道物語」（平成18年１月）を販売しました。同機種は『ＳＡＮＫＹＯ＋松本零士』のコラボ

レーション第３弾であり、松本零士画業50周年記念作品として高い完成度を誇る「銀河鉄道物語」との

タイアップ機であります。 

 一方、ビスティブランドでは「新世紀エヴァンゲリオン セカンドインパクト」（平成18年１月）を

販売。同シリーズは「新世紀エヴァンゲリオン」（平成16年12月）の後継機で、前作で評価をいただい

た点を継承しつつ当社が温存してきた新たなアイデアを融合しました。 

 両機種は当期における当社グループの代表作となり、前作以上にファン及びパーラーの皆さまに喜ん

でいただける商品へと進化させることができました。 

加えて、パチンコ本来の玉の動きを楽しめるゲーム性と出玉獲得効率をアップさせた新基準対応の羽

根物タイプ「ミラクルカーペット」を販売。さらに、保留機能を従来の４個から８個へと倍増させ、ド

ラム図柄と液晶図柄を同時に変動させる『ダブルスタートシステム』を搭載した「フィーバー陰陽師」

では、当社が研究開発したアイデアと株式会社フジテレビジョンＣＧ制作チームの映像開発の融合を実

現しました。 

以上、当期におきましては上記を含めＳＡＮＫＹＯブランドで11シリーズ、ビスティブランドで５シ

リーズをそれぞれ販売しました。 

 今後とも規則改正を最大限に活かした新規性あふれる商品開発を推進し当社グループのブランドイメ

ージの強化を図ってまいります。 

  



(2) パチスロ機関連事業 

パチスロ機関連事業は、当社商品本部及び株式会社ビスティにおいて、魅力的な商品の開発に取り組

んでおり、パチスロ部門でのリーディングカンパニーを目指しております。当期には、平成16年７月の

改正規則により認められた新遊技機パロット「花月伝説」をいち早く市場投入しました。パロットはパ

チンコ玉で遊技するパチスロで、パーラーでの設置にはパチンコの周辺装置が転用可能であり、パチス

ロコーナーを新設するのに比べて低コストでパチスロと同水準の営業を可能とした画期的な商品であり

ます。 

 また、ビスティブランドでは、パチスロ新基準第１号機「新世紀エヴァンゲリオン」を販売。原作ア

ニメに登場する３人の主人公それぞれをモチーフにした３種類の筐体デザイン及び液晶演出内容を選択

できるシステムは、ファン及びパーラーの選択肢を広げ、ゲーム性と共に新基準機市場の中で高い評価

を得ることができました。  

今後は、旧基準機を中心とした市場が新基準機へと変化していく中、いち早く市場投入して得たパロ

ット及び新基準パチスロ機の市場データを生かし、市場ニーズにマッチした遊技機を投入すべく更なる

積極的な研究開発活動を行ってまいります。 

  

(3) 補給機器関連事業 

補給機器関連事業は、当社商品本部システム開発課を中心として、機能性とメンテナンス性で好評の

当社独自の玉研磨システム「光輝」を核とした補給設備機器全般の研究開発を行っております。 

 また、ホール設備機器の改善、ローコスト化、セキュリティ・システム機器など、パーラーニーズに

応える商品の研究開発に取り組んでおります。 

   （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもの

であります。 

(1) 財政状態について 

① 財政状態 

当連結会計年度末の資産の状況は、前期と比較して流動資産が現預金、売掛債権の減少を中心に

639億円減少しました。これは、前期においては年間売上高の73％が下半期に集中したことによって

期末の現預金、売掛債権の残高が多かったこと、一方、当期は上半期・下半期の売上高がほぼ半々で

あったことによるものです。固定資産は中長期の資金運用を考慮した金融商品保有残高増加による投

資有価証券の増加、有形固定資産購入による増加などにより516億円増加しました。この結果、総資

産は前期末より122億円減少し4,066億円となりました。負債の部においては、売掛債権減少要因と表

裏一体の買掛債務の減少を中心に524億円減少しました。また、株主資本は当期純利益による利益剰

余金増加を主に401億円増加し3,286億円となりました。これらにより当期末の株主資本比率は前期比

11.9ポイント上昇し80.8％となりました。 

② キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下、資金という）は前期末より140億円減少し2,008億

円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前期と比較して230億円減少し362億円となりました。税金等調整

前当期純利益751億円、売上債権の減少額318億円、有償支給未収入金の減少100億円などが主な増加

要因であり、一方仕入債務の減少442億円、法人税等の支払額382億円などが主な減少要因でありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、賃貸用不動産、金型などの有形無形固定資産の取得124億

円、中長期資金運用の見直しによる金融商品保有残高増加による資金支出超過額314億円などによ

り、425億円の減少（前期44億円の資金増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、前期と比較して27億円少なく78億円となりました。主なものは配当金

の支払77億円であります。 

③ 資金需要及び財政政策 

当社グループの運転資金需要の主な内容は、材料仕入、支払販売手数料、研究開発費等の製造費、

販売費及び一般管理費等営業費用であります。主な設備投資の計画については第３「設備の状況」３

「設備の新設、除却等の計画」をご参照ください。 

 当社グループの運転資金及び設備投資資金については、原則として内部資金により調達することと

しております。また、当社グループは健全な財務状態、活発な営業活動によるキャッシュ・フローを

生み出す能力によって、将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能であると考えて

おります。 

  



(2) 経営成績について 

① 売上高 

 当連結会計年度のパチンコ業界においては、前期（平成16年７月）の規則改正後におけるパチンコ機

の爆発的な需要拡大は一巡しましたが、誘客効果を狙っての新機種導入意欲は堅調に推移しました。当

社グループは規則改正に伴う開発自由度の向上、さらにＳＡＮＫＹＯ、ビスティの２ブランド体制によ

る開発件数の多さなどの利点を活かし、パチンコ、パチスロ、パロットといったあらゆるジャンルにお

いて、新たなコンセプトの遊技機を今まで以上に数多く投入することができました。 

 パチンコ機の販売台数は前期比114千台減の735千台、パチスロ・パロット機は前期比39千台増の111

千台となりました。連結売上高は2,145億円（前期比8.3％減）となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。 

 （パチンコ機関連事業） 

当社グループの主力であるパチンコ機については、ＳＡＮＫＹＯブランドの松本零士シリーズ第三弾

となる「フィーバー銀河鉄道物語」（平成18年１月）、ビスティブランドでは社会現象を巻き起こした

人気アニメとのタイアップ第二弾「新世紀エヴァンゲリオン セカンドインパクト」（平成18年１月）

が、いずれも10万台を超える大型ヒットを記録しました。さらにＳＡＮＫＹＯの「フィーバー吉田拓郎

の夏休みがいっぱい」（平成17年８月）、ビスティの「マリリン・モンロー」（平成17年９月）、「明

日があるさ よしもとワールド」（平成17年11月）等、著名人らとのタイアップ機も積極的に投入しま

した。ビスティにつきましてはフィールズ株式会社との提携が着実な成果に結びつきはじめた一方、Ｓ

ＡＮＫＹＯでは手軽に遊べる普通機「うちのポチ」（平成17年10月）、新基準羽根物「ミラクルカーペ

ット」（平成17年10月）、『ダブルスタートシステム』を採用した「フィーバー陰陽師」（平成17年11

月）など、今まで以上に多様なコンセプトの遊技機を市場投入することができました。 

 以上からパチンコ機関連事業の売上高は1,624億円（前期比13.3％減）、営業利益667億円（同9.0％

減）となりました。総売上高に占める当セグメントの割合は75.8％であります。 

 （パチスロ機関連事業） 

ＳＡＮＫＹＯブランドの旧基準機「夢夢ワールド」（平成17年８月）が、特大15インチ液晶による多

彩かつ迫力の映像演出を主体にした新鮮なゲーム特性や採用キャラクターの高い認知度から、発売以来

極めて大きな反響をいただきました。平成17年７月にはパチスロ新基準に対応したパロット「花月伝

説」の業界初投入に漕ぎつける一方、パチスロでもビスティの「新世紀エヴァンゲリオン」（平成17年

７月）を同じく他社に先んじて発売しました。「夢夢ワールド」の好調な販売に加え、新基準パロット

及びパチスロの発売から、販売台数は当初計画を大幅に上回りました。 

 以上から、売上高340億円（前期比60.2％増）、営業利益96億円（同208.2％増）となり、売上高に占

める割合は前期の9.1％から15.9％へと大きく増加しました。 

 （補給機器関連事業） 

持分法適用会社の日本ゲームカード株式会社が製造する新型プリベイドカードユニット「ＢＬＩＣ

Ｚ」の販売等が堅調に推移したものの、紙幣改刷に伴う特需が一巡したこともあり、売上高168億円

（前期比25.2％減）、営業利益５億円（同38.3％減）となりました。 

 （その他の事業） 

連結子会社の株式会社三共クリエイトによる不動産賃貸収入を中心に、売上高11億円（前期比57.9％

減）、営業利益１億87百万円（前期営業損失51百万円）となりました。 



② 売上原価、販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の売上原価は1,059億円であり、売上高に対する割合は前期と比べ５ポイント減少

し、49.4％となりました。これは使用部品の共通化等による原価低減努力及びパチンコ機ゲージ盤、パ

チスロ機の販売構成比率が上昇したことによるものであります。また、販売費及び一般管理費では、ビ

スティ社製品の開発・販売について業務提携している遊技機販売大手のフィールズ株式会社他に対する

支払販売手数料が大幅に増加したことを中心に21億円の増加となりました。この結果売上高に対する割

合は2.4ポイントアップし17.0％となりました。 

③ 営業外収益（費用） 

当連結会計年度の営業外収益・費用の純額は、受取配当金、持分法投資利益等の増加、支払利息、支

払手数料等の減少から前期より６億円増加し34億円となりました。 

④ 当期純利益 

当期純利益は前期の458億円に対し、４億円減少し454億円となりました。売上高の減少を売上原価低

減で補い前期比1.6％の減少にとどめることができました。なお、１株当たり当期純利益は前期の469円

24銭に対し、463円77銭となりました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は、新機種開発用金型及び賃貸用不動産の取得を中心に総額120億69百万円（無

形固定資産及び長期前払費用を含む）であります。 

 事業の種類別セグメントの設備投資の主なものは次のとおりです。 

 パチンコ機関連事業 

   新機種開発用金型     2,296百万円 

 パチスロ機関連事業 

   新機種開発用金型      188百万円 

 その他の事業 

   賃貸用不動産       8,434百万円 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。 

 
３ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具・器具
及び備品

合計

三和工場 
(群馬県伊勢崎市)

パチンコ機 
関連事業

パチンコ機 
製造設備

6 2,173 644 2,824 82
パチスロ機 
関連事業

パチスロ機 
製造設備

商品本部 
(東京都渋谷区)

パチンコ機 
関連事業

パチンコ機関連 
研究開発設備

66 15 1,944 2,025 189
パチスロ機 
関連事業

パチスロ機関連 
研究開発設備

補給機器 
関連事業

補給機器関連 
研究開発設備

5 ― 25 31 7

パーラー事業部
(東京都台東区)

補給機器 
関連事業

補給機器関連 
販売設備

4 0 14 19 50

支店・営業所 
(東京都台東区他
25ケ所)

パチンコ機  
関連事業

パチンコ機関連 
販売設備

117 2 42 162 350
パチスロ機  
関連事業

パチスロ機関連 
販売設備

東京本社(東京都
渋谷区)

全社(共通) その他の設備 62 40 298 401 77

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 
(百万円)

リース契約
残高 
(百万円)

東京本社 
(東京都渋谷区)

全社（共通）
メインフレーム
関連一式

１セット
平成15年４月～
平成20年３月

59 118



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記中[  ]は、連結会社への賃貸設備であります。 

２ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。 

 
３ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具・器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

㈱三共 
エクセル

本社、工場及び第
２工場 
(群馬県みどり市 
他)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業 
その他の事業

生産設備 662 222 76
996

(3,6120.04)
1,958 111

㈱三共 
クリエイト

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
東京本社 
(東京都渋谷区)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業 
全社(共通)

研究設備 
事務所

［4,390］ ― ［1］
［2,327］
(1,454.55)

［6,719］
2

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
桐生本社 
(群馬県桐生市)

パチンコ機 
関連事業

事務所

［362］ ― ―
［858］

(15,590.84)
［1,220］

―

㈱ビスティ 
桐生工場 
(群馬県桐生市)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業

生産設備

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
SANKYO第２ビル 
(東京都渋谷区)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業

研究設備 
事務所

［1,032］ ― ［5］
［1,963］
(595.06)

［3,001］
―

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
三和工場 
(群馬県伊勢崎市)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業

生産設備

［2,344］ ［12］ ―
［3,429］
(76,033.78)

［5,786］
―

㈱ビスティ 
三和工場 
(群馬県伊勢崎市)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業

生産設備

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
高野台倉庫 
(東京都練馬区)

補給機器
関連事業

部品倉庫 ［68］ ― ―
［748］
(527.00)

［817］
―

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
支店・営業所 
(東京都台東区 
他10ヶ所)

パチンコ機 
関連事業 
パチスロ機 
関連事業 
補給機器 
関連事業

販売設備 ［772］ ― ［1］
［2,029］
(7,129.96)

［2,803］
―

㈱ＳＡＮＫＹＯ 
パーラー事業部 
(東京都台東区)

補給機器
関連事業

販売設備 ［323］ ― ［1］
［617］

(289.34)

［942］

 
―

大阪賃貸ビル その他の事業 賃貸設備 1,368 ― 2
6,981

(1,639.33)
8,352 ―

SANKYO第Ⅲビル その他の事業 賃貸設備 892 ― 0
1,596
(745.78)

2,488 ―

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 
(百万円)

リース
契約残高
(百万円)

㈱三共 
エクセル

第２工場 
(群馬県伊勢崎市)

パチンコ機 
関連事業

チップマウント
システム １セット

平成14年7月～
平成20年6月

23 52



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱ＳＡＮＫＹＯ

商品本部 
（東京都渋谷区）

パチンコ機 
関連事業

治具工具 2,395 ― 自己資金 平成18年4月 平成19年3月 ―

パチスロ機 
関連事業

治具工具 551 ― 自己資金 平成18年4月 平成19年3月 ―

三和工場  
(群馬県伊勢崎市)

パチンコ機 
関連事業

治具工具 548 ― 自己資金 平成18年4月 平成19年3月 ―

パチスロ機 
関連事業

治具工具 15 ― 自己資金 平成18年4月 平成19年3月 ―

㈱ビスティ
ビスティ三和工場  

(群馬県伊勢崎市)

パチンコ機 
関連事業

製造設備 598 199 自己資金 平成18年2月 平成18年5月 10割増加
パチスロ機 
関連事業



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
(注) 「株式の償却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
（注） 平成12年５月22日に、平成12年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有  

株式数を１株につき1.5株の割合をもって分割いたしました。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式122,206株は「個人その他」の中に1,222単元、「単元未満株式の状況」の中に６株含まれておりま

す。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」の中に70単元、「単元未満株式の状況」の中に60株含まれ

ております。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 97,597,500 97,597,500
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 97,597,500 97,597,500 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年５月22日 32,532,500 97,597,500 ― 14,840 ― 23,750

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 73 31 286 331 4 13,461 14,186 ―

所有株式数 
(単元)

― 161,674 3,530 299,276 290,446 28 217,776 972,730 324,500

所有株式数 
の割合(％)

― 16.62 0.36 30.76 29.87 0.00 22.39 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 所有株式数は千株未満、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第２位未満を切り捨てて表示し

ております。 

２ 上記所有株式のうち、信託業務等に係る株式数は以下のとおりであります。 

 
３ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成18年４月10日付で大量保有報告書に

係る変更報告書の提出があり、平成18年３月31日現在で下表のとおり株式を保有している旨の報告を受けま

したが、当社としては期末日時点における所有株式数が確認できませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

有限会社マーフ 
コーポレーション

東京都豊島区巣鴨一丁目21番９号 15,050 15.42

有限会社群馬創工
東京都港区虎ノ門一丁目15番10号
(名和ビル３階)

14,196 14.54

毒 島 邦 雄 群馬県桐生市 7,089 7.26

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,836 4.95

毒 島 秀 行 東京都渋谷区 3,812 3.90

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,398 3.48

赤 石 典 子 群馬県桐生市 2,965 3.03

毒 島 章 子 群馬県桐生市 2,965 3.03

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント  アカウ
ンツ イー アイエスジー（常任代
理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
カストディ業務部）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

2,085 2.13

ステート ストリート バンク 
アンド トラストカンパニー 
505025 (常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON,
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,880 1.92

計 ― 58,278 59.71

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 4,836千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 3,398千株

保有者名
保有株式数 
（千株）

保有比率
（％）

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社 276 0.28

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 2,873 2.94

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 2,104 2.16

バークレイズ・グローバル・ファンド・アドバイザーズ 471 0.48

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・オーストラリア・リミテ
ッド

123 0.13

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド 1,352 1.39

ウールウィッチ・ユニット・トラスト・マネージャーズ・リミテッド 5 0.01

バークレイズ・ライフ・アシュアランス・カンパニー・リミテッド 4 0.00

バークレイズ・バンク・ピーエルシー 64 0.07

バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド 99 0.10

バークレイズ・キャピタル・インク 100 0.10

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・カナダ・リミテッド 3 0.00

合計 7,478 7.66



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権数70個)含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式６株および証券保管振替機構名義の株式60株

が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式      122,200

― ―

(相互保有株式)
普通株式      200,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   96,950,800 969,508 ―

単元未満株式 普通株式      324,500 ― ―

発行済株式総数 97,597,500 ― ―

総株主の議決権 ― 969,508 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ＳＡＮＫＹＯ

群馬県桐生市 
境野町六丁目460番地

122,200 ― 122,200 0.12

(相互保有株式) 
日本ゲームカード株式会社

東京都渋谷区渋谷 
三丁目28番13号

200,000 ― 200,000 0.20

計 ― 322,200 ― 322,200 0.33



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

    該当事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は株主の皆さまへの利益還元を最も重要な経営政策のひとつとして位置付け、安定的に配当を継続

することを基本方針として掲げてまいりましたが、当期から、連結の当期純利益を基準に配当性向20％を

目安とした利益配分指針を加えることといたしました。 

 当期の配当につきましては、この方針に従い、前期より30円増配して１株につき100円（うち中間配当

35円）となります。また、前期は記念配当20円を含んでいることから、普通配当としては前期比50円の増

配となります。なお、内部留保資金につきましては、商品開発・設備投資・販売の強化等に有効に活用

し、業績の一層の向上に努めてまいります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月28日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 4,450 3,690 4,360 6,220 8,170

最低(円) 2,620 2,265 2,325 3,400 4,510

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 6,120 6,230 6,930 8,130 7,910 8,170

最低(円) 5,570 5,620 5,680 6,100 7,000 7,020



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

毒 島 邦 雄 大正14年４月１日生

昭和45年４月 当社代表取締役社長

7,089.9
昭和60年３月 三共観光開発株式会社代表取締役

社長(現任)

平成８年６月 代表取締役会長(現任)

代表取締役 
社長

毒 島 秀 行 昭和27年９月30日生

昭和52年４月 当社入社

3,812.1

昭和60年６月 常務取締役

昭和63年１月 専務取締役

平成４年２月 代表取締役専務

平成４年６月 代表取締役副社長

平成８年６月 代表取締役社長(現任)

平成10年３月 株式会社三共クリエイト代表取締

役社長(現任)

代表取締役 
副社長

商品本部長  
兼購買部長

澤 井 明 彦 昭和30年12月23日生

昭和53年３月 当社入社

3.9

平成６年４月 営業本部副本部長兼東京支店長

平成７年６月 取締役営業本部副本部長兼東京支

店長

平成９年４月 取締役商品本部長

平成12年６月 常務取締役商品本部長

平成14年６月 専務取締役商品本部長兼購買部長

平成18年６月 代表取締役副社長商品本部長兼購

買部長(現任)

常務取締役 経営企画部長 筒 井 公 久 昭和28年４月１日生

平成３年９月 当社入社

1.5

平成８年４月 社長室長

平成10年６月 取締役社長室長

平成14年６月 常務取締役社長室長

平成14年７月 常務取締役経営企画室長

平成17年４月 常務取締役経営企画部長(現任)

常務取締役 営業本部長 濵 口 順 三 昭和25年10月28日生

昭和51年２月 当社入社

1.1

平成７年４月 営業本部大阪支店長

平成９年４月 営業本部副本部長兼大阪支店長

平成12年６月 取締役営業本部副本部長兼大阪支

店長

平成18年４月 取締役営業本部長

平成18年６月 常務取締役営業本部長(現任)

取締役
営業本部副本部
長兼大阪支店長

鈴 木 康 司 昭和35年６月10日生

昭和59年４月 当社入社

1.7

平成11年４月 営業本部東京支店長

平成14年６月 取締役営業本部副本部長兼東京支

店長

平成15年４月 取締役営業本部副本部長兼東京支

店長兼パチスロ事業部長

平成18年４月 取締役営業本部副本部長兼大阪支

店長(現任)

取締役
製造本部長 
兼三和工場長

瀧 本 淳 子 昭和21年８月11日生

昭和50年４月 当社入社

1.5

平成13年４月 製造本部三和工場長

平成14年６月 取締役製造本部三和工場長

平成18年６月 取締役製造本部長兼三和工場長

(現任)



 
(注) １ 監査役のうち牧島光一郎、真田芳郎の両氏は「会社法第２条第16号」に定める社外監査役であります。 

２ 代表取締役社長毒島秀行は、代表取締役会長毒島邦雄の長男であります。取締役相談役鵜川詔八は、代表取

締役会長毒島邦雄の義弟であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
営業本部  
福岡支店長

鈴 木 秋 義 昭和21年11月18日生

昭和56年３月 当社入社

0.4平成６年12月 営業本部福岡支店長

平成16年６月 取締役営業本部福岡支店長(現任)

取締役
営業本部 
パーラー 
事業部長

山 田   明 昭和25年11月15日生

昭和51年１月 当社入社

0.4

平成10年４月 営業本部名古屋支店長

平成17年10月 営業本部パーラー事業部長

平成18年６月 取締役営業本部パーラー事業部長

(現任)

取締役 経理部長 江 藤 仁 志 昭和30年３月18日生

平成14年５月 当社入社

0.1平成18年４月 経理部長

平成18年６月 取締役経理部長(現任)

取締役 相談役 鵜 川 詔 八 昭和17年10月８日生

昭和53年４月 当社入社

25.3

昭和60年６月 取締役

昭和62年８月 常務取締役

平成４年６月 専務取締役

平成８年６月 取締役副社長

平成13年６月 代表取締役副社長

平成18年６月 取締役相談役(現任)

監査役(常勤) 中 野 易 雄 昭和９年１月24日生

昭和27年２月 株式会社足利銀行入行

2.5平成元年２月 当社入社

平成２年６月 監査役(現任)

監査役 牧 島 光一郎 昭和４年６月２日生
昭和62年７月 宇都宮税務署長

2.5
平成３年１月 当社監査役(現任)

監査役 石 山 俊 明 昭和31年９月17日生

昭和61年３月 税理士登録

1.5昭和62年７月 石山俊明税理士事務所所長

平成６年６月 当社監査役(現任)

監査役 真 田 芳 郎 昭和32年５月８日生

昭和57年４月 窪田司法書士事務所入所

―
平成４年12月 司法書士登録、真田司法書士事務

所所長

平成15年６月 当社監査役(現任)

計 10,944.5



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社におきましては、健全なレジャーの発展と心豊かな社会づくりに貢献するため、パチンコ・パチ

スロ業界のリーディングカンパニーとしての使命を果たすことを基本理念としております。 

また、当社には株主の皆さまをはじめ、お客様であるパチンコパーラー、パチンコファン、取引先、地

域社会、従業員等の各ステークホルダーが存在しております。この各ステークホルダーと永続的に良好

な関係を保つことが、経営の最重要課題であり、コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方と認識し

ております。 

なお、上記の考え方に基づいて、以下の諸点を業務運営の基本方針としております。 

  １ ステークホルダーの利益の最大化と最適な配分 

  ２ 法令、社会規範、企業倫理の遵守 

  ３ 経営の効率性と透明性の向上 

  ４ 全従業員一人一人の意欲の増進と能力開発 

  ５ パチンコ・パチスロ業界の社会的信頼の向上 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社は「監査役会設置型」を採用しており、取締役11名、監査役４名（うち社外監査役２名）の構

成となっております。取締役会は、定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営

上の重要な意思決定や業務執行に関する監督を行っております。また、社長及び役員、主要役職者で

構成する「経営会議」を設置し、毎月定期的に開催しております。「経営会議」は、取締役会決議事

項の事前審議や経営戦略事項、重要情報の適時開示等について迅速かつ的確に意思決定し、開発・製

造・販売・管理の各部門とグループ各社に執行を指示致します。 

なお、平成18年６月９日開催の取締役会において、次のとおり組織変更を決議し、平成18年７月１

日付で実施することといたしました。 

 経営体制の強化と効率化を図るため、従来の「営業本部」「商品本部」「製造本部」に加え「管理

本部」を設置し、傘下に「総務部」「経理部」「情報システム部」「桐生管理部」の４部を設置いた

します。また、内部統制の一層の強化を図るため、経理部にて兼務していた内部監査機能を独立さ

せ、社長直轄組織として「経営企画部」内に「内部監査課」を新設いたします。 

② 内部統制システムの整備の状況 

当社では、コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方である「株主の皆さまを始め、お客さまで

あるパチンコパーラー、パチンコファン、取引先、地域社会、従業員等の各ステークホルダーと永続

的に良好な関係を保つ」ため、内部統制システムの構築・運用に関する基本方針を取締役会決議で定

めております。基本方針は、各ステークホルダーの中でも特に株主の視点を意識し、「財務報告の信

頼性」「事業の有効性と効率性」「コンプライアンス体制」の構築・維持に重点を置き、策定してお

ります。 

なお、当社におきましては、設立以来の主たる事業である遊技機の開発・製造・販売に関して「風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」等の法令に基づく許可・認可が前提とされている

ため、コンプライアンス（法令遵守）の意識を醸成しやすい環境を有しております。 



ⅰ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社では、「経営会議」において企業倫理やコンプライアンス全般について統括し、全社的な方

針・施策の立案を行うものとします。さらに内部監査人による定期的な内部監査の実施により、法

令・社内規程の遵守状況を監査いたします。内部監査人は、監査結果について社長に報告を行い、

問題が発見された場合は直ちにコンプライアンス施策の立案あるいは改善支援を行うものとしま

す。加えて、標語化した業務執行の心得を全役員・従業員に配布し、コンプライアンスの重要性及

び日常における具体的な行動基準の浸透を図ってまいります。また、外部教育機関の定期研修を通

じて指導・補完を実施いたします。 

ⅱ 取締役及び使用人の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、法令・社内規程に基づき、職務執行に関する情報の管理及び文書等の保存・管理を行う

ものとします。なお、情報の保存・管理状況につきましては、内部監査人による内部監査等により

監視・指導を継続するものとします。また、保存された情報につきましては、適時開示に関する情

報取扱責任者と連携を取り、必要に応じ速やかに情報開示を行うものとします。 

ⅲ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、「経営会議」が事業運営上のリスク全般について統括し、重大な危機発生時の具体的な

対応やリスク管理体制について全社的な方針を決定するものとします。また、内部監査人は潜在す

るリスクの抽出とリスク軽減対策の検討を行い、必要に応じて社内規程の改正等により対応の定着

化を図るものとします。なお、通常業務におけるリスク管理については、各部門が社内規程「業務

関連規定」に基づきそれぞれ管理を行い、その遵守状況については内部監査人の内部監査を通じて

監視・統括するものとします。 

ⅳ 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

当社は、経営上の重要な意思決定や取締役の業務執行に関する監督を行うため定時取締役会に加

え、迅速な意思決定のために必要に応じて臨時取締役会を開催するものとします。また、取締役会

決議事項の事前の詳細審議や経営戦略事項等について迅速かつ的確に意思決定を行うため、「経営

会議」を毎月定期的に開催するものとします。さらに、機動的な業務推進を行うため、新商品の開

発に関して協議する「商品戦略会議」や販売方針を決定する「販売戦略会議」等、目的別に複数の

会議体を設置し、職務分掌に基づいた取締役の職務執行に関する責務・役割を明確にするものとし

ます。 

ⅴ 当社企業集団が業務の適正を確保するための体制 

当社グループ各社は、当社経理部に対し毎月定期的に経営状況を報告するものとします。グルー

プ各社における業務の公正性・効率性ならびにコンプライアンス状況については、内部監査人の内

部監査を通じて監視する体制といたします。加えてコンプライアンスの周知徹底については、業務

執行の心得の配布・掲示を通じて日常的な指導はもとより、必要に応じて当社の定期研修に参加で

きる体制といたします。なお、グループ各社の経営については、自主性を尊重しつつ、重要案件に

ついては当社の「経営会議」で報告を受け、事前に協議を行うものとします。 

ⅵ 監査役の職務を補助する使用人の体制 

監査役の職務を補助する使用人は常設しませんが、必要に応じて専任または他部署との兼務にて

使用人をスタッフとして配置できることとし、その人事については、取締役と監査役で事前に協議

した上で決定するものとします。 



ⅶ 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性を確保するための体制 

監査役の職務を補助する専任スタッフを設置する場合には、当該スタッフは監査役の指揮命令下

といたします。加えて、当該スタッフが他の業務を兼務すること、及びその人事考課、人事異動に

関しては、監査役の同意を得た上で決定するものとします。 

ⅷ 監査役への報告体制及び監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制 

監査役会は、必要に応じて取締役、会計監査人、内部監査人等に報告・説明を求め、取締役の職

務執行状況やそのコンプライアンス状況を十分に監視できる体制といたします。取締役は法令に従

い、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合、直ちに監査役へ報告するものとし

ます。また、監査役は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重

要会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する文書を閲覧し、取締役・従業員

に報告・説明を求めることができるものとします。 

③ 会計監査の状況 

会計監査につきましては、中央青山監査法人と会社法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく

会計監査について監査契約を締結しております。また、会計監査人は当社の監査役会及び内部監査人

と、原則、中間監査時、期末監査時に定例の会合を開催しております。定例会合におきましては、監

査報告はもとより、監査の品質向上、監査の効率化、コーポレート・ガバナンスの充実といった観点

から様々な意見交換を行なっております。 

なお、当期における監査法人の体制は以下のとおりです。 

・監査業務を執行している公認会計士の氏名及び継続監査年数 

 指定社員 樋口 節夫 氏 （１年） 

 指定社員 山﨑 博行 氏 （11年） 

・監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ５名、会計士補 ４名、その他 ５名 

④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社では社外取締役を選任しておりません。 

社外監査役である真田芳郎氏と当社との利害関係はありません。同牧島光一郎氏は当社株式を2.5

千株所有しておりますが、その他の利害関係はありません。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬の内容 

① 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役、監査役に対する役員報酬（利益処分による賞与を除く）は以下

のとおりであります。 

取締役の年間報酬総額 358百万円 

監査役の年間報酬総額 18百万円(うち社外監査役 ４百万円) 

② 監査報酬の内容 

当事業年度における当社の監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬43百万円 

上記以外（英文財務諸表の助言）の報酬１百万円 

  



(4) その他 

① 弁護士その他第三者の状況 

当社は経営上の法律、税務、特許等の問題、あるいはコンプライアンス等について、速やかに適切

なアドバイスを受けられる様、経験豊かな複数の法律事務所等と顧問契約を締結しております。 

② 情報開示について 

株主や投資家の皆様への経営情報の開示につきましては、法令に定められた開示はもとより、事業

報告書の充実、ホームページならびにマスコミ等を通じた任意情報の適時開示を積極的に実施してま

いりました。また、海外投資家に対する情報開示強化として、アニュアルレポートの開示に加え英文

による決算短信の開示を行っております。今後も、ＩＲ活動を通じ株主・投資家を始めとするステー

クホルダーに対し、迅速かつ積極的な情報の提供に努めてまいります。 

（注）上記のコーポレート・ガバナンスの一部について、連結会社の企業統治に関する事項が含まれております。 

  

 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

    

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 200,433 173,440

 ２ 受取手形及び売掛金 93,848 61,955

 ３ 有価証券 35,893 40,363

 ４ たな卸資産 8,682 8,775

 ５ 繰延税金資産 2,643 2,362

 ６ その他 17,786 8,714

 ７ 貸倒引当金 △307 △595

   流動資産合計 358,980 85.7 295,016 72.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 17,547 18,809

    減価償却累計額 4,697 12,849 5,205 13,603

  (2) 機械装置及び運搬具 6,857 6,719

    減価償却累計額 3,781 3,075 4,212 2,507

  (3) 工具・器具及び備品 9,725 10,530

    減価償却累計額 6,475 3,249 7,384 3,146

  (4) 土地 17,645 23,205

  (5) 建設仮勘定 ― 209

   有形固定資産合計 36,820 8.8 42,672 10.5

 ２ 無形固定資産 207 0.0 204 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1 21,831 67,644

  (2) 長期貸付金 124 33

  (3) 繰延税金資産 264 251

  (4) その他 1,049 1,217

  (5) 貸倒引当金 △391 △427

   投資その他の資産合計 22,878 5.5 68,718 16.9

   固定資産合計 59,906 14.3 111,595 27.4

 資産合計 418,886 100.0 406,611 100.0



 
  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 85,618 41,350

 ２ 未払法人税等 24,323 15,513

 ３ 賞与引当金 628 631

 ４ その他 15,566 13,165

   流動負債合計 126,136 30.1 70,661 17.4

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 1,044 1,073

 ２ 退職給付引当金 1,724 2,004

 ３ その他 1,457 4,195

   固定負債合計 4,226 1.0 7,273 1.8

 負債合計 130,363 31.1 77,935 19.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 14,840 3.5 14,840 3.6

Ⅱ 資本剰余金 23,821 5.7 23,821 5.9

Ⅲ 利益剰余金 247,259 59.0 284,599 70.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,352 0.8 6,201 1.5

Ⅴ 自己株式 ※4 △749 △0.1 △785 △0.2

 資本合計 288,523 68.9 328,676 80.8

 負債、少数株主持分 
 及び資本合計

418,886 100.0 406,611 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 233,903 100.0 214,500 100.0

Ⅱ 売上原価 127,333 54.4 105,955 49.4

   売上総利益 106,569 45.6 108,545 50.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 34,226 14.7 36,407 17.0

   営業利益 72,343 30.9 72,137 33.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 979 884

 ２ 受取配当金 94 189

 ３ 持分法による投資利益 1,450 1,808

 ４ その他 407 2,932 1.3 614 3,497 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 55 ―

 ２ 支払手数料 100 ―

 ３ 投資事業組合運用損 6 28

 ４ その他 25 187 0.1 46 75 0.0

   経常利益 75,087 32.1 75,559 35.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※3 24 6

 ２ 投資有価証券売却益 15 26

 ３ 関係会社株式売却益 ― 39 0.0 545 579 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※4 14 683

 ２ 固定資産廃棄損 ※5 200 186

 ３ 減損損失 ※6 ― 10

 ４ 投資有価証券評価損 20 ―

 ５ 換地減歩による損失 ― 69

 ６ ゴルフ会員権評価損 27 6

 ７ 早期割増退職金 72 336 0.1 ― 956 0.4

   税金等調整前 
   当期純利益

74,791 32.0 75,183 35.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

30,455 29,710

   法人税等調整額 △1,552 28,903 12.4 28 29,739 13.9

   当期純利益 45,887 19.6 45,443 21.2



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 23,750 23,821

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 71 71 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 23,821 23,821

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 206,012 247,259

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 45,887 45,887 45,443 45,443

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 4,372 7,798

 ２ 役員賞与 267 4,640 305 8,103

Ⅳ 利益剰余金期末残高 247,259 284,599



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区   分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 74,791 75,183

 ２ 減価償却費 3,585 4,170

 ３ 貸倒引当金の増加額 22 323

 ４ 賞与引当金の増加額 10 3

 ５ 退職給付引当金の増加額 187 280
 ６ 役員退職慰労引当金の増加額 130 28
 ７ 受取利息及び受取配当金 △ 1,073 △ 1,074
 ８ 支払利息 55 ―

 ９ 持分法投資利益 △ 1,450 △ 1,808

 10 売上債権の減少額（増加額△） △ 53,733 31,892

 11 たな卸資産の増加額 △ 4,943 △ 92

 12 仕入債務の増加額（減少額△） 63,456 △ 44,268

 13 有償支給未収入金の増加額（減少額△） △ 13,360 10,093

 14 投資有価証券売却益 △ 15 △ 26

 15 関係会社株式売却益 ― △ 545

 16 投資有価証券評価損 20 ―
 17 有形固定資産売却損益 △ 9 676
 18 有形固定資産廃棄損 194 186

 19 未払消費税等の増加額（減少額△） 320 △ 405

 20 未払金の増加額 5,304 1,057

 21 役員賞与支払額 △ 267 △ 305

 22 その他の営業資産の増減額 627 △ 210

 23 その他の営業負債の増減額 2,689 △ 2,576

 24 その他 194 1,156

   小  計 76,736 73,739

 25 利息及び配当金の受取額 1,328 836

 26 利息の支払額 △ 79 ―

 27 法人税等の支払額 △ 18,636 △ 38,289

   営業活動によるキャッシュ・フロー 59,348 36,286

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得による支出 △ 43,968 △ 29,290

 ２ 有価証券の償還等による収入 56,000 34,400

 ３ 有形無形固定資産の取得による支出 △ 9,523 △ 12,448

 ４ 有形無形固定資産の売却による収入 3,638 1,167

 ５ 投資有価証券の取得による支出 ※2 △ 2,650 △ 40,163

 ６ 投資有価証券の償還等による収入 800 3,589

 ７ 貸付金の実行による支出 △ 2,000 ―

 ８ 貸付金の回収による収入 ※2 2,121 406

 ９ その他 22 △ 186

   投資活動によるキャッシュ・フロー 4,440 △ 42,525

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 長期借入金の返済による支出 △ 7,530 ―
 ２ 自己株式の売却による収入 1,385 1

 ３ 自己株式の取得による支出 △ 76 △ 58

 ４ 配当金の支払額 △ 4,372 △ 7,798

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,593 △ 7,855

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(減少額△) 53,195 △ 14,094

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 161,734 214,930

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 214,930 200,835



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ４社

主要な連結子会社の名称

「第１企業の概況 ４関係会社

の状況」に記載しているため省略

しております。

(1) 連結子会社の数 ３社

主要な連結子会社の名称

「第１企業の概況 ４関係会社

の状況」に記載しているため省略

しております。 

 なお、平成17年10月１日付をも

って、連結子会社の三共化成㈱

（存続会社）が㈱ダイワ電機製作

所と合併し、同日、㈱三共エクセ

ルに商号変更いたしました。これ

により連結子会社の数が４社から

３社となりました。

(2) 主要な非連結子会社名

   インターナショナル・カード・

システム㈱

(2) 主要な非連結子会社名

   同左

(3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

(3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

   同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数

１社

会社等の名称 日本ゲームカー

ド㈱

(1) 持分法を適用した関連会社数

１社

会社等の名称 日本ゲームカー

ド㈱

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

のうち主要な会社等の名称

インターナショナル・カード・

システム㈱

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

同左

(3) 持分法を適用しない理由

持分法非適用会社の当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法を適用しておりませ

ん。

(3) 持分法を適用しない理由

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結

決算日と一致しております。

   同左 

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

○有価証券

満期保有目的の債権

……償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

……期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

……移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

○有価証券

満期保有目的の債権

……同左

その他有価証券

時価のあるもの

……同左

  

 

時価のないもの

……同左

○たな卸資産

商品・製品・原材料

……主として総平均法に

よる原価法

仕掛品……個別原価法

貯蔵品……最終仕入原価法

○たな卸資産

商品・製品・原材料

……同左

仕掛品……同左

貯蔵品……同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

○有形固定資産

定率法によっております。耐用年

数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物付属設備を除く)に

ついては定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で均

等償却する方法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

○有形固定資産

同左

○無形固定資産

定額法によっております。耐用年

数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっておりま

す。

なお、ソフトウェア(自社利用分)

については社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

○無形固定資産

同左

○長期前払費用

均等償却によっております。耐用

年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっておりま

す。



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

○貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

によっており、貸倒懸念債権及び破

産更生債権については個々の債権に

ついて回収不能見込額を計上してお

ります。

○賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準 

○貸倒引当金 

   同左 

 

 

 

 

 

○賞与引当金 

   同左

○役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支出に

充てるため、内規に基づく当期末要

支給額の100％を計上しておりま

す。

○退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

なお、過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)による

按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発生

年度より費用処理しております。

○役員退職慰労引当金

同左

○退職給付引当金

同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 消費税等の会計処理方法

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については、発

生年度に全額償却しております。

同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分又は損失処理について、連結会

計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成しております。

同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左



会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

        ――――――――
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準）
当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指
針第６号）を適用しております。 
 これにより減損損失10百万円を計上いたしました。な
お、当連結会計年度中に当該資産全ての売却が完了いた
しました。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（連結貸借対照表）

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当連結会

計年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）を投資有価証券として表示する方

法に変更いたしました。これにより、従来、投資その

他の資産「その他」に含めていた当該出資額（当連結

会計年度末79百万円）は「投資有価証券」に含めて表

示しております。

 なお、前連結会計年度末の投資その他の資産「その

他」に含まれる当該出資額は106百万円であります。

       ――――――――
 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

（1）前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フロー「その他の営業資産の増減額」に含めて

表示しておりました「有償支給未収入金の増加額」

（前連結会計年度1,754百万円増加）は、金額の重要性

が増したため当連結会計年度においては独立掲記する

ことといたしました。 

（2）前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フロー「その他の営業負債の増減額」に含めて

表示しておりました「未払金の増加額」（前連結会計

年度465百万円減少）は金額の重要性が増したため当連

結会計年度においては独立掲記することと致しまし

た。

       
        ――――――――  
  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に係るものは次のとお

りであります。

 投資有価証券(株式) 14,377百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に係るものは次のとお

りであります。

投資有価証券(株式) 15,627百万円

２ 受取手形裏書譲渡高 339百万円 ２ 受取手形裏書譲渡高 129百万円

※３ 発行済株式の種類及び総数

 普通株式 97,597,500株

※３ 発行済株式の種類及び総数

普通株式 97,597,500株

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る提出会社の株式の種類及び数

 普通株式 202,310株

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る提出会社の株式の種類及び数

普通株式 205,186株



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

販売手数料 11,774百万円

広告宣伝費 3,880百万円

給与手当 4,637百万円

賞与引当金繰入額 349百万円

役員退職慰労引当金繰入額 131百万円

退職給付費用 179百万円

貸倒引当金繰入額 58百万円

研究開発費 7,441百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

販売手数料 14,165百万円

広告宣伝費 3,792百万円

給与手当 4,218百万円

賞与引当金繰入額 345百万円

役員退職慰労引当金繰入額 76百万円

退職給付費用 270百万円

貸倒引当金繰入額 453百万円

研究開発費 7,324百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 7,441百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 7,324百万円

※３ 固定資産売却益の内容

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 10百万円

工具・器具及び備品 4百万円

土  地 7百万円

合  計 24百万円

 

※３ 固定資産売却益の内容

機械装置及び運搬具 6百万円

工具・器具及び備品 0百万円

合  計 6百万円

 

※４ 固定資産売却損の内容

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 5百万円

土  地 3百万円

合  計 14百万円

※４ 固定資産売却損の内容

建物及び構築物 60百万円

機械装置及び運搬具 10百万円

工具・器具及び備品 0百万円

土  地 612百万円

合  計 683百万円

 

※５ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 30百万円

機械装置及び運搬具 71百万円

工具・器具及び備品 98百万円

ソフトウェア 0百万円

合  計 200百万円

 

※５ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 44百万円

機械装置及び運搬具 26百万円

工具・器具及び備品 113百万円

ソフトウェア 2百万円

そ の 他 0百万円

合  計 186百万円

※６ 減損損失
当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。 
 会社名  ㈱三共エクセル 
 場 所  群馬県みどり市 
 用 途  その他事業 
 種 類  土地、建物、その他 
 当社グループは、固定資産を継続的に損益の把握
をしている単位及び遊休資産にグルーピングしてお
ります。 
 その他事業（マグネシウム成形事業）撤退に伴う
売却予定のため、回収可能価額（正味売却価額）に
ついて売却予定価額に基づき評価し、減損損失（土
地３百万円、建物７百万円、その他０百万円）を特
別損失に計上いたしました。 
 なお、当該資産は全て売却が完了しております。 
 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

            （平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 200,433百万円

有価証券勘定 35,893百万円

合  計 236,326百万円

運用期間が３か月を超える 
債券・非上場の外国債券他

△21,396百万円

現金及び現金同等物 214,930百万円

※２ 重要な非資金取引の内容
 当連結会計年度において、株式会社三共クリエイ
トの長期貸付金（3,330百万円）を現物出資したこ
とに伴い、長期貸付金から投資有価証券に振替えて
おります。

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

           （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 173,440百万円

有価証券勘定 40,363百万円

合  計 213,803百万円

運用期間が３か月を超える
債券・非上場の外国債券他

△12,968百万円

現金及び現金同等物 200,835百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) 借主側

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1) 借主側

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

591 308 282

工具・器具 
及び備品

570 265 304

合計 1,161 573 587

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

531 324 206

工具・器具
及び備品

509 318 191

合計 1,040 642 398

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 450百万円

１ 年 超 527百万円

合   計 977百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 185百万円

１ 年 超 217百万円

合   計 402百万円

このうち転貸リース取引に係る未経過リース料の

期末残高相当額は384百万円(うち１年内231百万円)

であります。

 

       

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 274百万円

減価償却費相当額 266百万円

支払利息相当額 7百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 222百万円

減価償却費相当額 216百万円

支払利息相当額 5百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

  同左

利息相当額の算定方法

  同左

 

(2) 貸主側

  未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 232百万円

１ 年 超 153百万円

合   計 386百万円
 

    

未経過リース料期末残高相当額は全額転貸リース

取引に係るものであります。 

 

       

 

 

 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 0百万円

１ 年 超 2百万円

合   計 3百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

区   分
連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

時 価
(百万円)

差 額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの

  ① 社   債 32,491 32,493 2

  ② そ の 他 401 405 4

小   計 32,893 32,899 6

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの

  ① そ の 他 3,000 3,000 ―

小   計 3,000 3,000 ―

合   計 35,893 35,899 6

区   分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差 額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  ① 株   式 1,458 7,125 5,666

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

  ① 株   式 110 77 △ 32

合   計 1,568 7,202 5,633



４ 時価評価されていない有価証券(平成17年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成17年３月31日現在) 

  

 
  

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

  

 
  

内   容 連結貸借対照表計上額(百万円)

① 国内私募債 100

合   計 100

内   容 連結貸借対照表計上額(百万円)

① 非上場株式 71

② 投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資

79

合   計 150

区   分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

① 債   券

   社   債 32,491 100 ― ―

   そ の 他 3,401 ― ― ―

② そ の 他 ― 79 ― ―

合   計 35,893 179 ― ―

区   分
連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

時 価
(百万円)

差 額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの

  ① 国   債 ― ― ―

  ② 社   債 39,092 39,094 2

小   計 39,092 39,094 2

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの

  ① 国   債 40,011 39,684 △ 326

  ② 社   債 1,199 1,199 0

小   計 41,210 40,884 △ 326

合   計 80,303 79,979 △ 324



次へ 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日至平成18年３月31日） 

  

 
  

４ 時価評価されていない有価証券(平成18年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成18年３月31日現在) 

  

 
  

  

区   分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差 額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  ① 株   式 1,457 11,880 10,422

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

    ① 株   式 ― ― ―

合   計 1,457 11,880 10,422

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

137 26 ―

内   容 連結貸借対照表計上額(百万円)

① 国内私募債 80

合   計 80

内   容 連結貸借対照表計上額(百万円)

① 非上場株式 65

② 投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資

50

合   計 116

区   分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

① 債   券

   国   債 ― 40,011 ― ―

   社   債 40,312 60 ― ―

② そ の 他 50 ― ― ―

合   計 40,363 40,071 ― ―



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として主

として退職一時金制度を設けております。

  子会社のうち１社は適格退職年金制度に全額移行し

ております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退

職一時金制度を設けております。

  

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △ 2,074百万円

② 年金資産 49百万円

③ 未認識過去勤務債務 134百万円

④ 未認識数理計算上の差異 166百万円

⑤ 退職給付引当金 △ 1,724百万円

 (注)  子会社においては、退職給付債務の算定に

    あたり、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △ 2,215百万円

② 年金資産 ― 百万円

③ 未認識過去勤務債務 88百万円

④ 未認識数理計算上の差異 123百万円

⑤ 退職給付引当金 △ 2,004百万円

 (注)  子会社においては、退職給付債務の算定に

   あたり、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 168百万円

② 利息費用 26百万円

③ 過去勤務債務の費用処理額 46百万円

④ 数理計算上の差異の費用処
  理額

87百万円

⑤ 退職給付費用 328百万円

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 199百万円

② 利息費用 29百万円

③ 過去勤務債務の費用処理額 46百万円

④ 数理計算上の差異の費用処
 理額

66百万円

⑤ 年金基金脱退に伴う特別負
担金

73百万円

⑥ 退職給付費用 415百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 割引率 1.5％

② 退職給付見込額の期間配分
方法

期間定額基準

③ 過去勤務債務の処理年数
発生年度から５年
間の定額法

④ 数理計算上の差異の償却方
法

発生年度から５年
間の定額法

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 割引率   1.5％

② 退職給付見込額の期間配分
方法

期間定額基準

③ 過去勤務債務の処理年数
発生年度から５年
間の定額法

④ 数理計算上の差異の償却方
法

発生年度から５年
間の定額法



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 未払事業税   1,821百万円

 たな卸資産評価損  32百万円

 たな卸資産未実現利益  381百万円

 賞与引当金繰入超過額   255百万円

 退職給付引当金繰入超過額   675百万円

 役員退職慰労引当金繰入額   423百万円

 減価償却費超過額   522百万円

 固定資産未実現利益  221百万円

 その他   409百万円

  繰延税金資産合計   4,742百万円

(繰延税金負債)

 貸倒引当金調整額 28百万円

 特別償却準備金  15百万円

 その他有価証券評価差額金   2,281百万円

  繰延税金負債合計   2,325百万円

  繰延税金資産の純額   2,416百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 未払事業税 1,190百万円

 たな卸資産評価損 21百万円

 たな卸資産未実現利益 468百万円

 賞与引当金繰入額 255百万円

 貸倒引当金繰入超過額 254百万円

 退職給付引当金繰入額 807百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 434百万円

 減価償却費超過額 624百万円

 固定資産未実現利益 215百万円

 その他 471百万円

  繰延税金資産合計 4,743百万円

(繰延税金負債)

 貸倒引当金調整額 61百万円

 特別償却準備金 9百万円

 その他有価証券評価差額金 4,221百万円

 そ の 他 2百万円

  繰延税金負債合計 4,295百万円

  繰延税金資産の純額 448百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   同左   



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は販売品目系統によって区分しております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1) パチンコ機関連事業………パチンコ機、パチンコ機ゲージ盤、関連部品及びパチンコ機関連ロイヤリテ

ィー収入 

(2) パチスロ機関連事業………パチスロ機、関連部品及びパチスロ機関連ロイヤリティー収入 

(3) 補給機器関連事業…………パチンコ・パチスロ補給装置、ホール設備周辺機器及び補給機器関連ロイヤ

リティー収入 

(4) その他の事業………………一般成形部品など 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,971百万

円であり、提出会社の総務部門等管理部門に係る営業費用であります。 

４ 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は263,869百万円であり、

その主なものは、提出会社の余資運用資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理

部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

パチンコ機
関連事業 
(百万円)

パチスロ機 
関連事業 
(百万円)

補給機器
関連事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する
売上高

187,421 21,255 22,455 2,769 233,903 ― 233,903

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

45 ― 0 ― 45 (45) ―

計 187,466 21,255 22,456 2,769 233,948 (45) 233,903

営業費用 114,109 18,108 21,593 2,821 156,633 4,926 161,559

営業利益
（又は営業損失（△）） 73,357 3,147 862 △51 77,315 (4,971) 72,343

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 101,371 12,501 33,752 7,390 155,016 263,869 418,886

減価償却費 2,846 374 73 57 3,351 233 3,585

資本的支出 3,541 889 11 2,575 7,018 3,587 10,606



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は販売品目系統によって区分しております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1) パチンコ機関連事業………パチンコ機、パチンコ機ゲージ盤、関連部品及びパチンコ機関連ロイヤリテ

ィー収入 

(2) パチスロ機関連事業………パチスロ・パロット機、関連部品及びパチスロ機関連ロイヤリティー収入 

(3) 補給機器関連事業…………パチンコ・パチスロ補給装置、カードシステム機器、ホール設備周辺機器及

び補給機器関連ロイヤリティー収入 

(4) その他の事業………………一般成形部品、不動産賃貸収入など 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,056百万

円であり、提出会社及び連結子会社の当社グループ管理に係る営業費用であります。 

４ 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は279,866百万円であり、

その主なものは、提出会社の余資運用資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理

部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日) 

在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

パチンコ機
関連事業 
(百万円)

パチスロ機 
関連事業 
(百万円)

補給機器
関連事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する
売上高

162,481 34,047 16,805 1,165 214,500 ― 214,500

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

4 ― 0 ― 5 (5) ―

計 162,486 34,047 16,805 1,165 214,505 (5) 214,500

営業費用 95,710 24,349 16,273 978 137,311 5,051 142,362

営業利益 66,776 9,698 532 187 77,194 (5,056) 72,137

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 72,571 12,923 28,685 12,564 126,744 279,866 406,611

減価償却費 3,208 529 59 136 3,933 236 4,170

資本的支出 3,183 343 2 8,456 11,985 84 12,069



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) 上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

※ 三共観光開発㈱は、当社代表取締役毒島邦雄及びその近親者が議決権の10％を、役員及びその近親者が議

決権の過半数を自己の計算において所有している会社が90％を所有しております。 

  三立企業㈱は、当社代表取締役毒島邦雄及びその近親者が議決権の100％を所有しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 利用料については通常の利用価格であります。 

(注２) 遊技機等の販売価格については、販売台数、時期等を勘案し価格交渉のうえ決定しております。 

  

(2) 子会社等 

  

 
(注) 上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 材料・商品の仕入、研究開発費等の支払については、同業下請業者の価格を勘案し価格交渉のうえ決定して

おります。 

(注２) 補給機器等の販売については通常の取引価格であります。 

  

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
議決権の
所有・被所有
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等
並びに
当該会
社等の 
子会社

 
三共観光
開発㈱

 
群馬県 
勢多郡 
新里村

 
50 ゴルフ場の
経営

 
所有なし 
被所有なし

兼任１名 ゴルフ場
の利用

(注１)
ゴルフ場の 
利用

 
  0

 
未払金  0

三立企業
㈱

群馬県
桐生市

60 遊技場の
経営

 
所有なし 
被所有なし

なし 遊技機等
の販売

(注２)
遊技機等
の販売

152 売掛金

受取 

手形

 0

25

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
議決権の
所有・被所有
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
子会社

 
インターナ
ショナル・
カード・シ
ステム㈱

 
東京都 
渋谷区

 
151 部品販売、 

ソフトウェ
アの開発

 
直接100 
被所有なし

兼任２名 当社製品販
売、当社製
品に関する
一部材料商
品の納入、
ソフトウェ
アの開発

(注１)
材料・商品 
の仕入

 
3,557

 
買掛金 2,290

(注１)
研究開発費
等の支払

553 未払金 272

(注２)
補給機器他
の売上 
 

1 売掛金 0



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) 上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

※ 三共観光開発㈱は、当社代表取締役毒島邦雄及びその近親者が議決権の10％を、役員及びその近親者が議

決権の過半数を自己の計算において所有している会社が90％を所有しております。 

  三立企業㈱は、当社代表取締役毒島邦雄及びその近親者が議決権の100％を所有しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 利用料については通常の利用価格であります。 

(注２) 遊技機等の販売価格については、販売台数、時期等を勘案し価格交渉のうえ決定しております。 

  

(2) 子会社等 

  

 
(注) 上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 材料・商品の仕入、研究開発費等の支払については、同業下請業者の価格を勘案し価格交渉のうえ決定して

おります。 

  

  

属性
氏名又は 
会社等の 
名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
議決権の
所有・被所有
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等
並びに
当該会
社等の
子会社

 
三共観光 
開発㈱

 
群馬県 
桐生市

 
50 ゴルフ場の 
経営

 
所有なし 
被所有なし

兼任１名 ゴルフ場 
の利用

(注１)
ゴルフ場の 
利用

0
 

未払金 0

三立企業
㈱

群馬県
桐生市

60 遊技場の
経営

 
所有なし 
被所有なし

なし 遊技機等
の販売

(注２)
遊技機等
の販売

65 売掛金 0

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
議決権の
所有・被所有
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
子会社

 
インターナ
ショナル・
カード・シ
ステム㈱

 
東京都 
渋谷区

 
151 部品販売、 

ソフトウェ
アの開発

 
直接100 
被所有なし

兼任２名 当社製品販
売、当社製
品に関する
一部材料商
品の納入、
ソフトウェ
アの開発

(注１)
材料・商品 
の仕入

3,381
 

買掛金 157

(注１)
研究開発費
等の支払

296 未払金 35



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の金額算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,959.27円

１株当たり当期純利益 469.24円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 3,371.93円

１株当たり当期純利益 463.77円

  同左

項   目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

  連結損益計算書上の当期純利益 45,887百万円 45,443百万円

  普通株式に係る当期純利益 45,582百万円 45,167百万円

  普通株主に帰属しない金額 305百万円 276百万円

  (うち利益処分による役員賞与) (305百万円) (276百万円)

  普通株式の期中平均株式数 97,140,166株 97,391,388株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 190,962 139,112

 ２ 受取手形 69,567 37,125

 ３ 売掛金 ※1 23,880 35,920

 ４ 有価証券 35,893 40,363

 ５ 製品 1,806 1,080

 ６ 原材料 6,036 5,622

 ７ 仕掛品 1,307 1,420

 ８ 貯蔵品 20 577

 ９ 前渡金 10 8

 10 前払費用 1,052 1,963

 11 短期貸付金 816 1

 12 有償支給未収入金 16,701 6,293

 13 繰延税金資産 1,867 1,567

 14 その他 633 1,863

 15 貸倒引当金 △ 302 △ 716

   流動資産合計 350,254 86.6 272,205 71.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 501 515

    減価償却累計額 272 229 270 244

  (2) 構築物 114 114

    減価償却累計額 64 49 74 39

  (3) 機械及び装置 5,171 5,088

    減価償却累計額 2,480 2,690 2,915 2,172

  (4) 船舶 58 58

    減価償却累計額 54 3 55 2

  (5) 車輌運搬具 118 165

    減価償却累計額 88 29 95 70

  (6) 工具・器具及び備品 8,626 10,090

    減価償却累計額 5,512 3,113 7,044 3,046

   有形固定資産合計 6,117 1.5 5,576 1.5



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 16 8

  (2) ソフトウェア 122 131

  (3) 電話加入権 33 33

   無形固定資産合計 172 0.0 173 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 7,452 52,016

  (2) 関係会社株式 35,490 47,478

  (3) 出資金 11 116

  (4) 長期貸付金 90 ―

  (5) 従業員長期貸付金 34 33

  (6) 関係会社長期貸付金 3,000 ―

  (7) 破産、更生債権等 462 468

  (8) 長期前払費用 122 118

   (9) その他 1,655 1,712

  (10) 貸倒引当金 △ 400 △ 427

   投資その他の資産合計 47,919 11.9 101,517 26.8

   固定資産合計 54,209 13.4 107,267 28.3

   資産合計 404,463 100.0 379,472 100.0



前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※1 93,411 43,016

 ２ 未払金 9,620 6,399

 ３ 未払費用 280 199

 ４ 未払法人税等 20,720 13,306

 ５ 前受金 2,437 361

 ６ 預り金 1,036 177

 ７ 前受収益 1,387 1,018

 ８ 賞与引当金 556 570

   流動負債合計 129,450 32.0 65,050 17.1

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 979 1,048

 ２ 退職給付引当金 1,660 1,925

 ３ 預り保証金 758 891

 ４ 繰延税金負債 492 2,164

   固定負債合計 3,890 1.0 6,029 1.6

   負債合計 133,341 33.0 71,079 18.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※2 14,840 3.7 14,840 3.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 23,750 23,750

 ２ その他資本剰余金

   自己株式処分差益 71 71

   資本剰余金合計 23,821 5.9 23,821 6.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 2,555 2,555

 ２ 任意積立金

    特別償却準備金 29 21

    別途積立金 157,501 177,501

    任意積立金合計 157,531 177,523

 ３ 当期未処分利益 69,479 83,964

   利益剰余金合計 229,566 56.7 264,044 69.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※5 3,352 0.8 6,201 1.6

Ⅴ 自己株式 ※3 △ 457 △0.1 △ 514 △0.1

   資本合計 271,122 67.0 308,392 81.3

   負債・資本合計 404,463 100.0 379,472 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 221,431 187,138

 ２ その他売上高 9,990 231,422 100.0 9,527 196,666 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品売上原価

   製品期首たな卸高 215 1,806

   当期製品仕入高 10,029 970

   当期製品製造原価 ※1 125,244 103,725

合  計 135,489 106,502

   製品期末たな卸高 1,806 1,080

差  引 133,683 105,421

 ２ その他の売上原価 195 133,878 57.9 131 105,553 53.7

   売上総利益 97,544 42.1 91,112 46.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 33,222 14.3 26,399 13.4

   営業利益 64,322 27.8 64,713 32.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 831 785

 ２ 有価証券利息 160 105

 ３ 受取配当金 ※1 857 2,520

 ４ 雑収入 524 2,374 1.0 652 4,064 2.1



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 投資事業組合運用損 6 28

 ２ 貸倒引当金繰入額 9 ―

 ３ 雑損失 14 30 0.0 7 35 0.0

  経常利益 66,666 28.8 68,741 35.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※4 9 1

 ２ 投資有価証券売却益 15 26

 ３ 関係会社株式売却益 ― 24 0.0 989 1,017 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※5 ― 0

 ２ 固定資産廃棄損 ※6 86 104

 ３ 投資有価証券評価損 20 ―

 ４ ゴルフ会員権評価損 27 133 0.1 6 111 0.1

  税引前当期純利益 66,557 28.7 69,647 35.4

  法人税、住民税 
  及び事業税

26,763 27,053

  法人税等調整額 △ 730 26,033 11.2 33 27,086 13.8

  当期純利益 40,524 17.5 42,561 21.6

  前期繰越利益 31,384 44,815

  中間配当額 2,429 3,411

  当期未処分利益 69,479 83,964



製造原価明細書 

  

 
  

  

（注） 

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 101,063 80.3 83,372 80.2

Ⅱ 労務費 ※2 1,092 0.9 958 0.9

Ⅲ 経費 ※3 23,726 18.8 19,663 18.9

  当期総製造費用 125,881 100.0 103,993 100.0

  期首仕掛品たな卸高 820 1,307

合  計 126,701 105,300

  期末仕掛品たな卸高 1,307 1,420

  他勘定振替高 ※4 150 154

  当期製品製造原価 125,244 103,725

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 １ 原価計算の方法

   パチンコ機及びパチンコ機ゲージ盤

実際総合原価計算

補給機器 実際個別原価計算

 １ 原価計算の方法 

   パチンコ機、パチスロ機等 

                実際総合原価計算 

   補給機器         実際個別原価計算

※２ 労務費には次のものが含まれております。

 賞与引当金繰入額 75百万円

 退職給付費用 41百万円

※３ 経費には次のものが含まれております。

 外注加工費 14,419百万円

 減価償却費 2,412百万円

 工業所有権使用料 5,578百万円

※３ 経費には次のものが含まれております。

 外注加工費 11,010百万円

 減価償却費 3,063百万円

 工業所有権使用料 4,394百万円

※４ 他勘定振替高の内訳

 その他売上原価 19百万円

 販売費及び一般管理費 116百万円

 営業外費用 10百万円

 固定資産 4百万円
 

※４ 他勘定振替高の内訳

 その他売上原価 24百万円

 販売費及び一般管理費 119百万円

 固定資産 10百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月29日)

区  分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 69,479 83,964

Ⅱ 任意積立金取崩額

  特別償却準備金取崩額 8 8 8 8

合  計 69,487 83,973

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 4,386 6,335

 ２ 役員賞与金 285 262

   (うち監査役賞与金) (8) (8)

 ３ 任意積立金

    別途積立金 20,000 24,671 20,000 26,598

Ⅳ 次期繰越利益 44,815 57,374



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

……償却原価法(定額法)

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式

……移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

時価のあるもの

……期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

時価のないもの

……移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品・製品

総平均法による原価法

(2) 原材料

総平均法による原価法

(3) 仕掛品

個別原価法

(4) 貯蔵品

最終仕入原価法

(1) 商品・製品

同左

(2) 原材料

同左

(3) 仕掛品

同左

(4) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

 定率法によっております。耐用

年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

 ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物付属設備を除

く)については定額法によってお

ります。

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法によっており

ます。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 定額法によっております。耐用

年数については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によってお

ります。

 なお、ソフトウェア(自社利用

分)については社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

 均等償却によっております。

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４  引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率によっており、貸倒懸念債権

及び破産更生債権については個々

の債権について回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

 同左

(3) 役員退職慰労引当金

 役員に対する退職慰労金の支出

に充てるため、内規に基づく期末

要支給額の100％を計上しており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。

 なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による按分額を費用処理して

おります。

 数理計算上の差異については、

各期の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による按分額をそれぞれ発生年度

より費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜き方式によっておりま

す。

 消費税等の会計処理

  同左



会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

         ――――――  
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当事業年

度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）を投資有価証券として表示する方法に

変更いたしました。これにより、従来「出資金」に含

めていた当該出資額（当事業年度末79百万円）は「投

資有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、前事業年度末の「出資金」に含まれる当該出

資の額は106百万円であります。

                  ――――――                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 関係会社に係る注記

売掛金 3,112百万円

買掛金 7,268百万円

※１ 関係会社に係る注記

売掛金 30,639百万円

買掛金 1,534百万円

 
※２ 授権株式数   普通株式 144,000,000株

 ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

ととなっております。

発行済株式総数 普通株式 97,597,500株

 
※２ 授権株式数   普通株式 144,000,000株

 ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

ととなっております。

発行済株式総数 普通株式 97,597,500株

※３ 自己株式の保有数

普通株式 112,970株

※３ 自己株式の保有数

普通株式 122,206株

４ 受取手形裏書譲渡高 334百万円 ４ 受取手形裏書譲渡高 129百万円

※５ 配当制限

 商法施行規則第124条第３号の規定により、配

当に充当することが制限されている金額は3,352

百万円であります。

※５ 配当制限

 商法施行規則第124条第３号の規定により、配

当に充当することが制限されている金額は

6,201百万円であります。



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 当期製品製造原価及び受取配当金には、関係会社

からの仕入高、受取配当金がそれぞれ26,276

百万円、837百万円が含まれております。

 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

製品売上高 44,695百万円

その他売上高 771百万円

仕入高 13,397百万円

受取配当金 2,425百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売手数料 11,774百万円

広告宣伝費 3,838百万円

給与手当 4,468百万円

賞与引当金繰入額 332百万円

役員退職慰労引当金繰入額 120百万円

退職給付費用 168百万円

貸倒引当金繰入額 58百万円

研究開発費 6,925百万円

減価償却費 132百万円

賃借料 1,400百万円

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は、概ね次のとおりであります。

販売費 約66％

一般管理費 約34％

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売手数料 5,332百万円

広告宣伝費 3,749百万円

給与手当 4,062百万円

賞与引当金繰入額 337百万円

役員退職慰労引当金繰入額 69百万円

退職給付費用 192百万円

貸倒引当金繰入額 571百万円

研究開発費 6,579百万円

減価償却費 136百万円

賃借料 1,449百万円

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は、概ね次のとおりであります。

販売費 約57％

一般管理費 約43％

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 6,925百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 6,579百万円

 

※４ 固定資産売却益の内容

機械及び装置 9百万円
 

※４ 固定資産売却益の内容

車輌運搬具 1百万円

※５ 固定資産売却損の内容

車輌運搬具 0百万円

 

※６ 固定資産廃棄損の内容

建 物 28百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 0百万円

工具・器具及び備品 56百万円

ソフトウェア 0百万円

合 計 86百万円

※６ 固定資産廃棄損の内容

建 物 9百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 17百万円

車輌運搬具 0百万円

工具・器具及び備品 74百万円

ソフトウェア 2百万円

その他投資 0百万円

合 計 104百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ 借主側

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ 借主側

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 9 5 3

車輌運搬具 29 17 11

工具・器具 
及び備品

433 195 238

合計 472 218 254

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装置 28 7 21

車輌運搬具 29 15 13

工具・器具
及び備品

388 238 149

合計 446 261 184

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 332百万円

１ 年 超 308百万円

合   計 640百万円

 このうち転貸リース取引に係る未経過リース料の

期末残高相当額は384百万円(うち１年以内231百万

円)であります。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 93百万円

１ 年 超 92百万円

合   計 185百万円

 

       

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 113百万円

支払利息相当額 2百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 104百万円

減価償却費相当額 102百万円

支払利息相当額 1百万円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ 貸主側

   未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 232百万円

１ 年 超 153百万円

合   計 386百万円

 未経過リース料期末残高相当額は全額転貸リース

取引に係るものであります。

 

  

    



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

  未払事業税 1,547百万円

  たな卸資産評価損 32百万円

  賞与引当金繰入超過額 225百万円

  退職給付引当金繰入超過額 655百万円

  役員退職慰労引当金繰入額 396百万円

  減価償却費超過額 521百万円

  投資有価証券評価損 92百万円

  その他 199百万円

  繰延税金資産合計 3,672百万円

  (繰延税金負債)

  その他有価証券評価差額金 2,281百万円

  特別償却準備金 15百万円

  繰延税金負債合計 2,297百万円

  繰延税金資産の純額 1,375百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

  未払事業税 1,025百万円

  たな卸資産評価損 21百万円

  賞与引当金繰入超過額 231百万円

    貸倒引当金繰入超過額 241百万円

  退職給付引当金繰入超過額 779百万円

  役員退職慰労引当金繰入額 424百万円

  減価償却費超過額 624百万円

  投資有価証券評価損 86百万円

  その他 199百万円

  繰延税金資産合計 3,633百万円

  (繰延税金負債)

  その他有価証券評価差額金 4,221百万円

  特別償却準備金 9百万円

  繰延税金負債合計 4,230百万円

  繰延税金負債の純額 597百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の金額算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,778.27円

１株当たり当期純利益 413.86円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
は、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 3,161.11円

１株当たり当期純利益 433.92円

  同左

項   目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

  損益計算書上の当期純利益 40,524百万円 42,561百万円

  普通株式に係る当期純利益 40,239百万円 42,298百万円

  普通株主に帰属しない金額 285百万円 262百万円

  (うち利益処分による役員賞与) (285百万円) (262百万円)

  普通株式の期中平均株式数 97,229,506株 97,480,728株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

【債券】 

 
  

【その他】 

 
  

投資有価証券 その他有価証券

銘  柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

㈱りそなホールディングス 6,667 2,700

三井トラスト・ホールディングス㈱ 5,334,000 9,179

ピーアーク㈱ 30,000 60

わたらせ渓谷鉄道㈱ 40 2

日本システム特許㈱ 20 3

その他２銘柄 2,900 0

計 5,373,627 11,945

有価証券
満期保有目的
の債券

銘  柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

フォレスト・コーポレーション 東
京支店 資産担保コマーシャルペー
パー

40,300 40,292

金馬車第６回無担保債 20 20

小計 40,320 40,312 

投資有価証券
満期保有目的
の債券

第231回 利付国債（２年） 8,000 7,998

第234回 利付国債（２年） 8,000 8,003

第237回 利付国債（２年） 8,000 8,001

第240回 利付国債（２年） 8,000 8,003

第45回 利付国債（５年） 2,000 2,004

第47回 利付国債（５年） 2,000 2,003

第50回 利付国債（５年） 2,000 1,998

第52回 利付国債（５年） 2,000 1,998

金馬車第６回無担保債 60 60

小計 40,060 40,071

計 80,380 80,383

有価証券 その他有価証券

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

エンコンパス・米国インフォメーシ
ョンテクノロジー１号投資事業組合

6 50

計 6 50



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 工具・器具及び備品の当期増加額及び減少額の主なものは次のとおりであります。 

   増加  新機種開発用部品の金型の取得  2,484百万円 

   減少  開発機用部品の金型の廃棄    1,062百万円 

２ 無形固定資産については、総資産額の１％以下のため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建 物 501 63 50 515 270 37 244

 構築物 114 ― 0 114 74 10 39

 機械及び装置 5,171 8 91 5,088 2,915 508 2,172

 船 舶 58 ― ― 58 55 1 2

 車輌運搬具 118 69 22 165 95 23 70

 工具・器具及び備品 8,626 2,714 1,250 10,090 7,044 2,707 3,046

有形固定資産計 14,590 2,856 1,414 16,032 10,455 3,288 5,576

無形固定資産

 特許権 ― ― ― 20 11 7 8

 ソフトウェア ― ― ― 258 127 50 131

 電話加入権 ― ― ― 33 ― ― 33

無形固定資産計 ― ― ― 312 138 58 173

長期前払費用 165 4 30 138 20 8 118



【資本金等明細表】 

  

 
（注)１ 当期末における実質的に所有する自己株式は122,206株であります。 

２ その他資本剰余金「自己株式処分差益」の増加額は、単元未満株式の買増制度による自己株式の売却に係る

ものであります。 

３ 任意積立金の増加額及び減少額は、前期決算の利益処分による積立及び租税特別措置法に基づく取崩による

ものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区   分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 14,840 ― ― 14,840

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (97,597,500) (―) (―) (97,597,500)

普通株式 (百万円) 14,840 ― ― 14,840

計 (株) (97,597,500) (―) (―) (97,597,500)

計 (百万円) 14,840 ― ― 14,840

資本準備金及び 
その他資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 23,750 ― ― 23,750

その他 
資本剰余金

 自己株式処分 
 差益

(百万円) 71 0 ― 71

計 (百万円) 23,821 0 ― 23,821

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 2,555 ― ― 2,555

任意積立金

 特別償却準備金 (百万円) 29 ― 8 21

 別途積立金 (百万円) 157,501 20,000 ― 177,501

計 (百万円) 157,531 20,000 8 177,523

計 (百万円) 160,087 20,000 8 180,079

区  分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 702 867 130 295 1,143

賞与引当金 556 570 556 ― 570

役員退職慰労引当金 979 69 ― ― 1,048



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

区   分 金額(百万円)

現  金 292

預金の種類

 当座預金 0

 普通預金 48,820

 定期預金 90,000

小  計 138,820

計 139,112

相 手 先 金額(百万円)

㈱Ｎ．Ｐ．Ｓ鳩ケ谷 2,017

㈱ヤナガワ 1,502

㈱カルチャー 1,170

㈱マルハン 1,141

トリックスターズ・アレア(有) 850

そ の 他 30,443

計 37,125

期 日 別 金額(百万円)

平成18年４月 4,818

    ５月 4,596

    ６月 3,263

    ７月 2,642

    ８月 1,972

    ９月以降 19,831

計 37,125



③ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 上記金額には、消費税等を含めて記載しております。 

  

④ 製品 
  

 
  

相 手 先 金額(百万円)

㈱ビスティ 30,630

京楽産業㈱ 424

㈱平和 376

㈱延田エンタープライズ 224

㈱大一商会 146

そ の 他 4,118

計 35,920

期首残高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 
 
(Ｄ)  

回収率(％)

(Ｃ)
(Ａ)＋(Ｂ)

 

滞留期間(月)

(Ｄ)÷
(Ｂ)
12

23,880 206,499 194,458 35,920 84.4 2.1

区   分 金額(百万円)

パチンコ機 35

パチンコ機ゲージ盤 669

パチスロ機 375

計 1,080



⑤ 原材料 

  

 
  

⑥ 仕掛品 

  

 
(注) 補給工事未完成分その他 

  

⑦ 貯蔵品 

  

 
  

⑧ 関係会社株式 

  

 
  

区   分 金額(百万円)

役物部品 4,061

基板部品 896

パチスロ・パロット部品 432

サービス部品 165

枠部品 52

補助材料その他 14

計 5,622

区   分 金額(百万円)

開発仕掛品 856

補給機器 564

計 1,420

区   分 金額(百万円)

中  古  機 577

計 577

区   分 金額(百万円)

㈱三共クリエイト 42,000

日本ゲームカード㈱ 2,113

㈱三共エクセル 1,865

㈱ビスティ 510

三共運送㈱ 436

その他２社 552

計 47,478



(b) 負債の部 

① 買掛金 

  

 
  

② 未払法人税等 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

相 手 先 金額(百万円)

グローバルファクタリング㈱ 25,363

りそな決済サービス㈱ 6,762

加賀電子㈱ 2,641

㈱三共エクセル 1,111

オウミ技研㈱ 977

その他 6,159

計 43,016

区   分 金額(百万円)

法 人 税 8,836

住 民 税 1,938

事 業 税 2,531

計 13,306



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）公告掲載方法につきましては、平成18年６月29日開催の定時株主総会での定款変更により次回から電子公告の

方法により行います。 

但し、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により

行います。 

公告掲載URL http://www.sankyo-fever.co.jp/koukoku.html 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社本店

  株主名簿管理人 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 1枚につき 300円

  株券喪失登録に 
  伴う手数料

1 喪失登録    1件につき 8,600円 

2 喪失登録株券  1枚につき  500円

単元未満株式の買取り 

及び買増し
  取扱場所 東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社本店

  株式名簿管理人 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

  買増受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで

公告掲載方法 電子公告（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第40期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日関東財務局長に提

出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第41期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月26日関東財務局長に

提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社  Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

（登記社名 株式会社 三 共） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹ

Ｏの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＡＮ

ＫＹＯ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 村 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社  Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

（登記社名 株式会社 三 共） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹ

Ｏの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＡＮ

ＫＹＯ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社  Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

（登記社名 株式会社 三 共） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹ

Ｏの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＡＮＫＹ

Ｏの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 村 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社  Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

（登記社名 株式会社 三 共） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 株式会社ＳＡＮＫ

ＹＯの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 株式会社ＳＡＮＫ

ＹＯの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 
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